
２０１６年度活動総括（案） 

 

① いのちと健康の取り組みの宣伝・啓発活動の強化 

ニュースは、1・4・6・8・9・12 月号の発行にとどまりました。 

編集委員会は確立できず不定期の発行となりました。編集委員会は、今後事

務局を中心の構成が必要です。フェイスブックも全国センターホームページに

リンクするなど活用につなげましたが認知度はまだまだ不十分な状態です。労

働相談への取り組みも具体化には至っていません。 

 

② センターの人的財政的強化 

2016 期は 3団体、32 名の個人会員が新規加入され、一定の強化を図ることが

できました。しかし目標の団体組織の拡大が十分に図れませんでした。2016 年

11 月現在、団体 12 組織、個人 48 名が加入しています。 

 

③ 他団体との交流・連携 

「過労死等防止対策推進兵庫センター」「兵庫過労死を考える家族の会」と連

携を図り、過労死防止の活動に積極的に取り組みました。大綱に基づき教育機

関への啓発授業も弁護士、過労死遺族によって開始されました。 

倉敷民商弾圧事件の支援、ＮＨＫ地域スタッフ地位確認訴訟への支援に取り

組みました。 

「いの健」近畿ブロックとの連携や同学習交流会に結集しました。近畿６府県

からなるブロック「いの健」連絡会では他府県とのセンター情報交流を行い、

各センターが取り組んでいる活動に相互支援の連携で臨んでいます。 

 

④ 戦争法案を廃止させる運動への結集 

毎月第２火曜日に行われている『秘密保護法反対・安保法制廃止』定例昼休

みパレードに継続して参加し、5 月に開催された“安保法制 秘密保護法反対 兵

庫大集会”への参加、第６回労働講座において「戦争法廃止・憲法を守るたた

かい」の講演をもちました。また憲法学者、ジャーナリストの関連講演にも積

極的に参加し、あらためて憲法を理解し危険な戦争法の学習を深めました。 

 

【個別課題】 

過労死防止への取り組み 

2015 年度までの「光通信過労死認定裁判」への取り組みから、過労死をなく

す運動を「いの健センター」の中心的課題と捉え運動を進めました。特に『過

労死防止・兵庫センター』『過労死を考える家族の会』と連携を密にし、労災認

定訴訟の傍聴支援を行いました。過重労働による精神疾患発症での行政、民事

訴訟、過労自死労災認定行政、民事訴訟、また訴訟を控えた 3 家族の方々への

支援を続けています。 



過労死等防止対策推進法（過労死防止法）を実効性のあるものにするため、

11 月 22 日の兵庫シンポジウム開催に向け連携を強めました。シンポには厚労

省・兵庫県・神戸市等の自治体、企業・個人・労働団体・遺族・弁護士など 360

名を超えるが参加者があり、各団体から過労死防止への取り組みと現状の報告、

川人博弁護士の基調講演が行われ、桂福車さんの過労死落語が上演されました。 

 

労働講座・学習交流集会等の取り組み 

2016 期の労働講座は 1 講座のみの開催となりました。「戦争法廃止・憲法を

守るたたかい」坂本弁護士、「学生、若者のアルバイト労働の実態」関西学生ア

ルバイトユニオンの 2 講師による講義が行われ 18 名が参加しました。講座参加

者への働きかけが大きな課題となっています。別紙のこれまで開催した労働講

座の一覧をご参照ください。 

8 月に和歌山で行われた近畿ブロック学習交流会では近畿各地から 66 名が参

加。「職場のメンタルヘルス」永松孝志精神科医師、「ストレスチェックの有効

活用」メンタルヘルス京都山村隆氏の講演で学習を深め、分散会での情報交換

が行われました。 

この他、「ワタミ過労死事件シンポジウム」「光通信過労死事件から労災認定

基準を考える」研修会、「ストレスと癒しの脳科学」「経済的徴兵制」「マスコミ

が語らない憲法の話」などの講演に積極的に参加しました。 

 

労働組合の労働安全衛生の活動の強化 

パワハラアンケートを実施し、今後のパワハラ事案への取り組みに活用する

ため継続調査を開始しました。パワハラの訴えがあった組織でメンタルヘルス

研修を行い、パワハラ相談、アンケート実施しました。今後分析を進め労安活

動に生かすため経年にわたる調査を実施します。また昨年義務化されたストレ

スチェックについても調査結果を収集し活用できるように図っていく必要があ

ります。 

 

組織強化 

一定の団体・個人会員拡大があり、財政的基盤は強化されましたが、団体会

員拡大のための取り組みが実行できませんでした。また事務局と会員間の交流、

働きかけが確立されておらず、定期全国センター通信、ニュース、学習会の案

内等の配布、送付の一方通行のつながりになっています。今後、組織の拡大と

並行しながら、事務局・会員間の連携を強化し「いの健」活動への理解に努め

ます。 

 

労働相談 

「労災給付継続不支給」「職場運営の管理者との問題」「職場環境」「労災申請」

相談の 4 件の電話相談とパワハラ相談 3 件に取り組みました。 

 



「別紙」 

いのちと健康・兵庫センター 総会・労働講座 講演内容 

メンタルヘルスのケア対策（2012.11 月）              千古 

 

「メンタルヘルス不全と労災」（2014.4 月）             千古 

 

ストレスチェック制度について(2015.7 月)              千古 

 

「メンタルヘルスケアについて－ストレスにどのように向き合うのか」 

（2016.2 月）                            千古 

 

いの健京都センターの取り組みについて(2012.11 月)         新谷 

 

労働安全衛生の「A・B・C」と「Q＆A」①（2014.4 月）      全労働岩木 

 

労働安全衛生法の活用と「Q＆A」②（2014.7 月）        全労働岩木 

 

心の病－職場復帰プログラムの取り組み（2015.11 月）      福祉保育労 

 

「ブラック企業」の実態と改善の取り組み（2014.2 月）       ポッセ 

 

信頼関係を築く相談活動について－実践講座（2014.7 月）メンタルサポート京都 

 

学生・若者のアルバイト労働の実態（2016.8 月）関西学生アルバイトユニオン 

 

ディーセントワークの実現について（2014.11 月）          佐野 

 

「過労死等防止対策推進法」の活用について（2014.11 月）      西垣 

 

「理不尽な死－アスベスト・過労死の現場から」（2015.2 月）  神戸新聞中部 

 

「ILO １８７号条約」の活用について（2015.11 月）      増田（弁） 

 

戦争法廃止・憲法を守る闘い（2016.8 月）           坂本（弁） 


